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１

１２
年
度
「
休
廃
業
・
解

散
」
の
状
況

�
「
休
廃
業
・
解
散
」
が
増
加

帝
国
デ
ー
タ
バ
ン
ク
の
レ
ポ
ー

ト
に
よ
る
と
、
２
０
１
２
年
度
の

「
休
廃
業
・
解
散
」
は
２
万
６
０

５
０
件
と
４
年
ぶ
り
に
前
年
度
比

増
加
（
４
・
２
％
増
）
を
記
録
し

た
と
し
て
い
る
。こ
れ
に
対
し
て
、

倒
産
は
１
万
７
１
０
件
と
前
年
度

比
減
少（
▲
６
・
３
％
減
）と
な
っ

て
い
る
。

中
小
企
業
金
融
円
滑
化
法
に
よ

り
「
倒
産
」
が
抑
制
さ
れ
、
経
営

再
建
が
厳
し
く
本
来
で
あ
れ
ば
市

場
か
ら
退
場
す
べ
き
企
業
が
生
き

残
り
、
企
業
の
新
陳
代
謝
は
「
倒

産
」と
い
う
形
よ
り
も
、「
休
廃
業
・

解
散
」
と
い
う
形
で
進
ん
だ
こ
と

を
示
し
て
い
る
。

�

業
種
別
、
地
域
別
、
代
表
者

の
年
齢
別
な
ど
の
特
徴

「
休
廃
業
・
解
散
」
の
中
身
を

も
う
少
し
見
て
い
く
と
、
業
種
別

で
は
、
建
設
業
が
全
体
の
３
割
を

占
め
（
３２
・
７
％
）、
７
業
種
中

「
運
輸
・
通
信
業
」
を
除
く
６
業

種
で
前
年
度
比
増
加
し
て
い
る
。

地
域
別
で
は
、
四
国
、
北
陸
、
近

畿
で
前
年
度
比
２
桁
増
加
、
代
表

者
の
年
齢
別
で
は
、
６０
歳
代
が
最

多（
３７
・
９
％
）、
次
い
で
７０
歳
以

上
（
３６
・
９
％
）
と
、
６０
歳
以
上

で
全
体
の
４
分
の
３
と
な
っ
て
い

る
。中

小
企
業
金
融
円
滑
化
法
が
終

了
し
、
金
融
機
関
に
は
、「
事
業
の

持
続
可
能
性
が
見
込
ま
れ
な
い
債

務
者
」
に
対
し
て
、
債
務
整
理
等

を
前
提
と
し
た
債
務
者
の
再
起
に

向
け
た
適
切
な
助
言
な
ど
、
真
に

望
ま
し
い
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
の
適

切
な
実
施
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

今
後
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
へ
の
期
待

は
あ
る
も
の
の
、「
休
廃
業
・
解
散
」

を
選
択
す
る
企
業
の
増
加
や
、
法

的
整
理
と
し
て
の
「
倒
産
」
件
数

の
増
加
も
懸
念
さ
れ
る
。

２

次
世
代
へ
の
引
き
継
ぎ

の
問
題
点

�

小
規
模
事
業
者
の
廃
業
理
由

中
小
企
業
白
書
（
１３
年
）
に
よ

る
と
、
小
規
模
事
業
者
の
、
廃
業

を
希
望
す
る
理
由
を
見
て
み
る
と
、

後
継
者
難
が
半
分
以
上
（
５４
・
６

％
）
を
占
め
て
い
る
。
そ
の
内
訳

は
、「
子
供
へ
の
事
業
承
継
が
難
し

い
」
が
約
６
割
を
占
め
て
お
り
、

Ⅰ 円満な「廃業」に向けた
アクションプラン

金融庁は、金融円滑化法終了後も「事業の持続可能性が見込まれない債務者」に対して、債
務整理等に対する適切な助言や、自主廃業を選択する場合の円滑な処理等への協力を含め、債
務者等への真に望ましいソリューションの適切な実施を求めている。ここでは、中小企業の「廃
業」等への取組状況を把握したうえで、「顧客企業に対するコンサルティング機能の発揮」とし
て、求められるソリューション等を確認し、円滑な廃業のための対応について説明する。

中小企業診断士 大谷 金久

図表１ 代表者年齢別「休廃業・解散」企業
30歳未満、0.2％ 30歳代、2.6％

40歳代、7.9％

50歳代、14.5％

60歳代、37.9％

70歳以上、36.9％

出所：帝国データバンク



15 銀行実務 2013.11

特集 経営支援の打切りと債権回収

親
族
以
外
も
視
野
に
入
れ
た
後
継

者
の
確
保
の
必
要
性
を
示
し
て
い

る
。ま

た
廃
業
理
由
の
う
ち
、
３
分

の
１
以
上
（
３５
・
９
％
）
が
「
事

業
に
将
来
性
が
な
い
」
と
し
て
い

る
。

�

事
業
を
引
き
継
ぐ
際
の
問
題

点「
中
小
企
業
の
事
業
承
継
に
関

す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
」（
中
小
企
業
庁

委
託
野
村
総
合
研
究
所
）
に
よ
る

と
、
親
族
に
事
業
を
引
き
継
ぐ
際

の
問
題
点
と
し
て
経
営
者
と
し
て

の
資
質
・
能
力
不
足
が
約
６
割
と

な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
親
族
以
外

に
事
業
を
引
き
継
ぐ
際
の
問
題
と

し
て
、
借
入
金
の
個
人
保
証
の
引

き
継
ぎ
が
困
難
で
あ
る
と
、
中
規

模
企
業
の
約
４
割
、
小
規
模
事
業

者
の
約
３
割
が
回
答
し
て
い
る
。

こ
れ
ら
も
次
世
代
に
事
業
が
引
き

継
が
れ
ず
に
、
廃
業
等
を
選
択
す

る
要
因
と
言
え
よ
う
。

３

顧
客
企
業
に
対
す
る
コ

ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
機
能
の

発
揮（
金
融
庁
監
督
指
針
）

�

監
督
指
針
の
改
正
（
平
成
２５

年
３
月
２９
日
）

金
融
庁
は
、
中
小
企
業
金
融
円

滑
化
法
の
期
限
到
来
後
も
、
金
融

機
関
が
、
�
貸
付
条
件
の
変
更
等

や
円
滑
な
資
金
供
給
に
努
め
る
と

と
も
に
、
�
中
小
企
業
等
に
対
す

る
経
営
支
援
に
積
極
的
に
取
り
組

む
よ
う
促
す
た
め
、
金
融
検
査
マ

ニ
ュ
ア
ル
や
監
督
指
針
を
改
正
、

本
年
４
月
１
日
付
で
施
行
し
、
借

り
手
（
企
業
）
の
真
の
意
味
で
の

経
営
改
善
に
つ
な
が
る
支
援
に
軸

足
を
移
し
、
本
格
的
な
事
業
再
生

支
援
を
推
進
す
る
た
め
の
包
括
的

な
対
策
を
強
力
に
実
行
す
る
、
と

し
て
い
る
。

金
融
機
関
に
よ
る
コ
ン
サ
ル
テ

ィ
ン
グ
機
能
は
、
顧
客
企
業
の
経

営
課
題
を
把
握
・
分
析
し
た
う
え

で
、最
適
な
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン（
経

営
課
題
を
解
決
す
る
た
め
の
方
策
）

を
提
案
・
実
行
す
る
、
と
い
う
流

れ
で
実
行
さ
れ
る
。

具
体
的
に
は
、
以
下
の
顧
客
企

業
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
等
の
類
型

に
応
じ
て
提
案
す
る
ソ
リ
ュ
ー
シ

ョ
ン
（
例
）
が
示
さ
れ
て
い
る
。

〔
顧
客
企
業
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ

等
の
類
型
〕

�

経
営
改
善
が
必
要
な
顧
客

企
業

�

事
業
再
生
や
業
種
転
換
が

必
要
な
顧
客
企
業

�

事
業
の
持
続
可
能
性
が
見

込
ま
れ
な
い
顧
客
企
業

金
融
庁
の
監
督
指
針
よ
り
抜
粋

そ
し
て
、
事
業
の
持
続
可
能
性

が
見
込
ま
れ
な
い
顧
客
企
業
に
対

す
る
、「
金
融
機
関
が
提
案
す
る
ソ

リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
」「
外
部
専
門
家
・

外
部
機
関
等
と
の
連
携
」
の
例
示

が
あ
る
。

�

金
融
機
関
が
提
案
す
る
ソ
リ

ュ
ー
シ
ョ
ン

事
業
の
持
続
可
能
性
が
見
込
ま

れ
な
い
顧
客
企
業
に
対
し
て
は
、

事
業
継
続
に
向
け
た
経
営
者
の
意

欲
、
経
営
者
の
生
活
再
建
、
当
該

債
務
者
の
取
引
先
等
へ
の
影
響
、

金
融
機
関
の
取
引
地
位
や
取
引
状

況
、
財
務
の
健
全
性
確
保
の
観
点

等
を
総
合
的
に
勘
案
し
慎
重
か
つ

十
分
な
検
討
を
行
い
、
債
務
整
理

等
を
前
提
と
し
た
顧
客
企
業
の
再

起
に
向
け
た
適
切
な
助
言
や
顧
客

企
業
が
自
主
廃
業
を
選
択
す
る
場

合
の
協
力
を
例
示
。

図表２ 小規模事業者の廃業理由

５４．６％

２１．４％

２７．３％

５．９％

３５．９％

出所：中小企業白書（２０１３年）より作成

後継者難

適当な後継者が見つからない

息子・娘に継ぐ意思がない

息子・娘がいない

事業に将来性がない
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�

外
部
専
門
家
・
外
部
機
関
等

と
の
連
携

事
業
の
持
続
可
能
性
が
見
込
ま

れ
な
い
債
務
者
に
対
し
て
は
、
慎

重
か
つ
十
分
な
検
討
と
債
務
者
の

納
得
性
を
高
め
る
た
め
の
十
分
な

説
明
を
行
っ
た
う
え
で
、税
理
士
、

弁
護
士
、
サ
ー
ビ
サ
ー
等
と
の
連

携
を
例
示
。

�

求
め
ら
れ
る
金
融
機
関
の
対

応
と
は

金
融
機
関
に
と
っ
て
事
業
の
持

続
可
能
性
が
見
込
ま
れ
な
い
顧
客

企
業
に
対
し
て
、
債
務
整
理
等
の

助
言
や
自
主
廃
業
の
協
力
等
を
行

う
の
は
そ
う
簡
単
で
は
な
い
と
思

わ
れ
る
。

顧
客
企
業
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ

等
の
類
型
�
「
事
業
の
持
続
可
能

性
が
見
込
ま
れ
な
い
顧
客
企
業
」

に
対
し
て
の
支
援
は
、
事
業
の
再

生
等
を
支
援
す
る
の
で
は
な
く
、

廃
業
等
の
事
業
の
終
結
を
支
援
す

る
こ
と
と
な
る
た
め
、
類
型
�
�

と
比
べ
て
特
別
な
難
し
さ
が
あ
る
。

金
融
機
関
は
債
権
者
で
あ
る
た

め
、
債
務
超
過
の
場
合
等
は
未
回

収
が
発
生
す
る
こ
と
で
、
貸
倒
損

失
が
発
生
す
る
こ
と
に
な
る
か
ら

で
あ
る
。

金
融
機
関
に
求
め
ら
れ
る
の
は
、

漫
然
と
貸
付
金
の
条
件
変
更
等
を

行
う
こ
と
で
は
な
く
、
事
業
の
持

続
可
能
性
が
見
込
ま
れ
な
い
債
務

者
に
対
し
て
は
、
な
る
べ
く
円
満

な
廃
業
が
で
き
る
よ
う
に
、
経
営

者
、
従
業
員
、
取
引
先
等
に
と
っ

て
最
善
の
方
法
を
提
案
す
る
こ
と
、

さ
ら
に
、
債
務
整
理
を
選
択
す
る

場
合
に
も
、
こ
れ
に
よ
り
経
営
者

の
再
起
が
図
ら
れ
、
従
業
員
や
取

引
先
へ
の
連
鎖
的
な
ダ
メ
ー
ジ
を

軽
減
で
き
る
方
法
を
検
討
す
る
こ

と
が
期
待
さ
れ
る
。

４

平
成
２５
事
務
年
度
中

小
・
地
域
金
融
機
関
向
け

監
督
方
針

本
年
９
月
６
日
、
金
融
庁
は
今

事
務
年
度
（
１３
年
７
月
〜
１４
年
６

月
）
の
監
督
方
針
を
発
表
し
た
。

監
督
重
点
分
野
と
し
て
下
記
が
掲

げ
ら
れ
て
い
る
の
で
抜
粋
す
る
。

〔
中
小
企
業
の
経
営
支
援
を
は
じ

め
と
し
た
積
極
的
な
金
融
仲
介
機

能
の
発
揮
〕

�

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復

興
に
向
け
た
金
融
面
か
ら
の

対
応

�

成
長
可
能
性
を
重
視
し
た

金
融
機
関
の
新
規
融
資
の
取

組
み
の
促
進

�

地
域
密
着
型
金
融
の
深
化

�

中
小
企
業
に
対
す
る
経
営

改
善
支
援
等

�

個
人
向
け
ロ
ー
ン
に
関
す

る
取
組
み

す
な
わ
ち
金
融
庁
は
監
督
重
点

分
野
と
し
て
、
中
小
企
業
の
経
営

支
援
を
は
じ
め
と
し
た
積
極
的
な

金
融
仲
介
機
能
の
発
揮
を
求
め
て

い
る
。
特
に
、
�
地
域
密
着
型
金

融
の
取
組
み
と
し
て
、「
顧
客
企
業

の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
応
じ
た
コ

ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
機
能
の
発
揮
」

を
、
�
中
小
企
業
に
対
す
る
経
営

改
善
支
援
等
と
し
て
、「
外
部
専
門

家
・
機
関
等
と
も
連
携
し
た
コ
ン

サ
ル
テ
ィ
ン
グ
機
能
の
発
揮
」
を

求
め
て
い
る
。

５

円
満
な
廃
業
の
た
め
に

�

資
産
超
過
の
場
合
な
ど

経
営
者
が
廃
業
を
検
討
す
る
の

は
、
売
上
の
減
少
や
赤
字
の
連
続

な
ど
の
業
績
不
振
の
場
合
、
経
営

者
の
高
齢
化
や
後
継
者
が
い
な
い

場
合
な
ど
、さ
ま
ざ
ま
で
あ
る
が
、

図表３ 廃業、倒産、破産の一般的な意味

経営をやめること、業績不振、高齢
化、後継者不在などの理由も

経営破綻状態、債務整理（民事再生、
私的整理、破産など）

総資産で負債を返済できない、支払
い不能な状態

廃業

倒産

破産
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適
切
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
の
意
思
決

定
が
大
切
と
な
る
。
意
思
決
定
が

遅
れ
る
こ
と
で
倒
産
等
に
陥
ら
な

い
よ
う
に
、
早
期
の
検
討
が
必
要

と
な
っ
て
く
る
。

経
営
成
績
や
財
務
状
態
を
し
っ

か
り
と
把
握
し
て
、
事
前
に
廃
業

の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
立
て
取
り
組

む
こ
と
、
こ
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に

は
、
資
産
の
処
分
・
換
金
、
取
引

先
と
の
取
引
関
係
の
整
理
、
経
営

者
の
廃
業
後
の
生
活
、
従
業
員
の

処
遇
や
再
就
職
先
の
確
保
、
そ
の

間
の
資
金
繰
り
等
を
検
討
し
た
計

画
的
な
取
組
み
が
必
要
と
な
る
。

資
産
処
分
に
つ
い
て
は
、
棚
卸

資
産
、
機
械
・
設
備
等
の
価
格
が

問
題
に
な
る
こ
と
が
あ
る
。
例
え

ば
機
械
・
設
備
を
処
分
す
る
場
合

な
ど
で
は
、
事
業
を
廃
業
す
る
と

な
る
と
、
実
際
の
処
分
価
格
が
大

幅
に
下
回
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

処
分
費
用
等
が
か
か
る
こ
と
で
マ

イ
ナ
ス
評
価
と
な
る
こ
と
も
あ
る
。

ま
た
、
従
業
員
の
退
職
金
に
つ

い
て
も
、
適
正
に
引
当
等
し
て
あ

れ
ば
問
題
な
い
が
、
大
き
な
負
担

と
な
る
こ
と
が
あ
る
。

こ
れ
ら
の
コ
ス
ト
も
考
慮
し
て
、

資
産
処
分
等
に
よ
り
買
掛
金
等
の

決
済
や
借
入
金
の
返
済
が
で
き
れ

ば
よ
い
が
、
資
産
超
過
と
思
っ
て

い
た
も
の
が
実
際
に
は
、
債
務
超

過
に
陥
っ
て
し
ま
う
と
い
う
こ
と

も
あ
る
。
そ
の
他
、
経
営
者
の
担

保
提
供
や
連
帯
保
証
等
が
問
題
に

な
る
こ
と
も
あ
る
。

円
滑
な
廃
業
を
進
め
る
に
は
、

弁
護
士
、
公
認
会
計
士
、
税
理
士
、

中
小
企
業
診
断
士
な
ど
の
専
門
家

か
ら
の
助
言
等
に
よ
り
、
適
切
な

方
法
・
タ
イ
ミ
ン
グ
で
、
経
営
者

が
意
思
決
定
で
き
る
よ
う
に
、
計

画
的
な
取
組
み
を
促
す
こ
と
も
金

融
機
関
の
役
割
と
な
る
。

こ
の
場
合
、
経
営
者
の
意
思
、
経

営
者
の
こ
れ
か
ら
の
生
活
、
従
業

員
や
取
引
先
等
の
利
害
関
係
者
へ

の
影
響
等
、
総
合
的
で
十
分
な
検

討
が
大
切
と
な
り
、
金
融
機
関
か

ら
の
一
方
的
な
提
案
と
な
ら
な
い

よ
う
に
、
経
営
者
等
の
納
得
性
を

確
保
す
る
こ
と
に
留
意
す
る
と
と

も
に
、
債
権
者
と
い
う
立
場
で
の

貸
付
金
等
の
回
収
可
能
性
に
十
分

留
意
し
た
対
応
が
必
要
と
な
る
。

実
際
に
は
、
経
営
者
か
ら
廃
業

と
い
う
検
討
・
選
択
を
取
引
金
融

機
関
と
し
て
相
談
さ
れ
る
の
は
、

簡
単
な
こ
と
で
は
な
い
。
金
融
機

関
、
そ
し
て
そ
の
行
職
員
の
中
小

企
業
支
援
の
取
組
姿
勢
が
そ
の
信

頼
関
係
の
ベ
ー
ス
と
な
る
。

�

債
務
超
過
、
過
剰
債
務
の
場

合
な
ど

債
務
超
過
で
廃
業
を
検
討
す
る

場
合
、
経
営
者
の
資
産
や
信
用
に

よ
り
、
返
済
の
不
足
分
を
補
て
ん

で
き
る
場
合
は
よ
い
が
、
で
き
な

い
場
合
な
ど
は
債
務
整
理
等
を
選

択
す
る
こ
と
に
な
る（
図
表
４（
次

頁
））。

破
産
等
を
選
択
す
る
場
合
は
、

金
融
機
関
と
し
て
も
多
額
の
回
収

不
能
が
発
生
す
る
こ
と
に
な
り
、

経
営
者
等
が
連
帯
保
証
し
て
い
る

と
、
経
営
者
等
も
会
社
同
様
に
破
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産
と
な
る
場
合
が
多
く
、そ
の
他
、

従
業
員
や
取
引
先
等
の
利
害
関
係

者
に
も
多
く
の
負
担
を
か
け
る
こ

と
に
な
っ
て
し
ま
う
。

そ
こ
で
不
採
算
部
門
を
切
り
離

す
事
業
譲
渡
が
有
効
と
な
る
。
こ

の
場
合
、
優
良
な
事
業
は
継
続
さ

れ
る
た
め
、
一
部
の
従
業
員
の
雇

用
や
取
引
先
と
の
取
引
は
継
続
す

る
こ
と
に
な
る
。
私
的
整
理
と
し

て
中
小
企
業
再
生
支
援
協
議
会
等

の
活
用
も
検
討
さ
れ
る
。

こ
の
よ
う
な
私
的
整
理
で
は
、

通
常
の
場
合
、
金
融
機
関
の
債
権

だ
け
が
私
的
整
理
手
続
の
対
象
と

な
る
た
め
、
金
融
機
関
だ
け
が
損

を
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
法
的
整

理
（
再
建
型
）
と
し
て
民
事
再
生

や
破
産
等
を
選
択
す
る
場
合
と
比

べ
て
、
私
的
整
理
の
ほ
う
が
金
融

機
関
の
回
収
額
が
高
ま
る
こ
と
に

な
り
、
経
済
合
理
性
が
あ
る
と
言

え
る
（
図
表
５
）。

ど
の
手
続
を
選
択
す
る
か
は
、

利
益
・
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
が
生

み
出
せ
る
か
が
前
提
と
な
り
、
事

業
の
見
極
め
と
事
業
実
態
の
把
握

が
大
切
で
あ
る
。
さ
ら
に
経
営
者

の
生
活
再
建
、
従
業
員
の
雇
用
・

処
遇
、
取
引
先
へ
の
影
響
等
に
も

考
慮
し
た
う
え
で
、
債
権
者
と
し

て
回
収
可
能
性
を
考
慮
し
て
、
適

切
な
手
続
が
選
択
さ
れ
る
こ
と
に

な
る
。

私
的
整
理
の
場
合
は
、
裁
判
所

の
関
与
が
な
い
た
め
に
、
中
小
企

業
診
断
士
の
事
業
デ
ュ
ー
デ
リ
ジ

ェ
ン
ス
、
公
認
会
計
士
の
財
務
デ

ュ
ー
デ
リ
ジ
ェ
ン
ス
が
必
要
と
な

り
、
債
権
者
全
員
の
同
意
が
必
要

と
な
る
。

法
的
整
理
の
場
合
は
、
裁
判
所

の
関
与
が
あ
る
こ
と
で
、
資
産
の

保
全（
弁
済
禁
止
）、
手
続
の
透
明

性
・
公
平
性
等
が
確
保
さ
れ
る
。

民
事
再
生
に
つ
い
て
は
、
裁
判

所
の
管
理
の
も
と
で
一
部
の
事
業

は
継
続
さ
れ
、
現
経
営
者
が
事
業

に
関
与
す
る
余
地
が
あ
り
、
一
部

の
従
業
員
の
雇
用
も
継
続
さ
れ
る

こ
と
と
な
る
。

会
社
が
破
産
を
選
択
す
る
場
合
、

代
表
者
が
借
入
金
の
個
人
保
証
を

し
て
い
る
こ
と
で
個
人
も
破
産
を

選
択
す
る
こ
と
が
多
い
、
会
社
が

破
綻
状
況
と
な
っ
て
い
る
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
事
業
を
継
続
す
る
こ

と
で
傷
を
広
げ
て
し
ま
う
ケ
ー
ス

も
多
く
、
そ
の
こ
と
で
家
族
関
係

も
破
綻
に
陥
っ
た
り
、
最
悪
の
場

合
に
は
、
自
殺
を
選
択
す
る
よ
う

な
こ
と
も
起
こ
っ
て
い
る
。
そ
の

よ
う
な
最
悪
の
状
態
に
陥
ら
な
い

た
め
に
、
自
己
破
産
等
に
よ
り
経

済
的
に
再
起
を
図
る
こ
と
も
選
択

肢
と
な
る
。
例
え
ば
、
老
後
の
た

め
の
公
的
年
金
の
受
給
は
確
保
さ

れ
る
た
め
、
経
営
者
の
廃
業
後
の

生
活
を
考
慮
し
て
の
対
応
と
な
る
。

金
融
機
関
に
は
、
こ
れ
ら
の
助

言
等
も
期
待
さ
れ
て
い
る
が
、
弁

護
士
、
税
理
士
等
と
の
連
携
に
よ

る
対
応
が
有
効
と
な
る
。

商
工
会
・
商
工
会
議
所
で
は
、

「
経
営
安
定
特
別
相
談
室
」
を
設

け
て
お
り
、
商
工
調
停
士
を
中
心

に
、
弁
護
士
、
公
認
会
計
士
、
税

理
士
、
中
小
企
業
診
断
士
等
の
各

分
野
の
専
門
家
が
相
談
に
応
じ
て

お
り
活
用
す
る
と
有
効
で
あ
る
。

ま
た
、
中
小
企
業
経
営
力
強
化

支
援
法
の
「
経
営
革
新
等
支
援
機

関
」
に
多
く
の
金
融
機
関
は
認
定

さ
れ
て
い
る
が
、
さ
ま
ざ
ま
な
専

門
家
を
活
用
し
て
中
小
企
業
を
支

援
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

（
大
谷
経
営
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

代
表
）

図表４ 債務整理で活用できる機関や手続等

地域経済活性化支援機構
中小企業再生支援協議会等の活用

会社更生、民事再生等

破産、特別清算等

私的整理

法的整理（再建型）

法的整理（清算型）

図表５ 金融機関の回収額

破産 ＜ 法的整理（民事再生） ＜ 私的整理


